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１．改訂の背景について
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改訂の背景について（１）

令和６年６月

令和７年４月

令和８年１月

令和８年４月

「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力
等の防止等のための措置に関する法律」（令和六年法律第六十九
号） 成立

「教育・保育等を提供する事業者による児童対象性暴力等の防止等
の取組を横断的に促進するための指針」（横断指針） 策定

「こども性暴力防止法施行ガイドライン」 策定

従事者向け研修教材、制度の解説動画・資料 公表

（趣旨）
〇 教育・保育等の所管行政、団体等が、事業者向けに、児童への性暴力防止を念頭にお
いた指針・ガイドライン等を作成しているケースがあるものの、どのような取組があるか等の情報が
不足しており、業界横断的に整理されたものは存在しなかった。
〇 このため、事業者や業界団体において、従事者から児童への性暴力防止策等の検討を
行うに当たって、業界横断的に有用と考えられる内容を取りまとめた。
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改訂の背景について（２）

ガイドラインは、次のとおり、横断指針を参考に作成されるとともに、より詳細な留意点や具体
例等は横断指針に委ねている。

研修教材等は、多数の方が短時間で理解を深められるよう、情報量を抑え、イラストを活用す
るなどわかりやすさに重点を置いた資料となっている。

（３）横断指針との関係
○ 本章は、「教育・保育等を提供する事業者による児童対象性暴力等の防止等の取組を横断的に促進するための指針」（令和７年４月こども家
庭庁。以下「横断指針」という。）を参考としつつ、法の施行後に求められる取組や留意事項を記載している。

○ 横断指針においては、より詳細な留意点や具体例等が示されており、添付資料の参考資料編及び取組事例集とともに、必要に応じ、本ガイド
ラインとあわせて参照することが望ましい。
・ 参考資料編 （行動規範・誓約書の文面例、相談体制・窓口に関する資料、相談窓口の周知広報資料、児童への性暴力又は不適切な行為
が疑われた場合の対応例、聴き取りの対応例、保護者対応資料、こどもの権利に関する資料）

・ 取組事例集 （事業者による取組事例）
（ガイドラインP115）

ガイドラインや研修教材等が示された後も、横断指針は、
・ 法の対象事業者以外の事業者（個人事業主等）も活用可能なこと
・ 法の対象事業者にとっても、ガイドラインや研修教材等より詳細な留意点や具体例等を参
照できること
といった点で、引き続き意義を有している。
ガイドライン

研修教材、解説動画・資料
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改訂の背景について（３）

こども性暴力防止法施行ガイドライン 横断指針

趣旨 ・ 法及び法に基づく下位法令の解釈を示すととも
に、制度の詳細な全体像を示すもの。

・ 従事者から児童等への性暴力防止策等の検討を行うに当たって、業界横
断的に有用と考えられる内容を取りまとめるもの。

想定する主な対象
読者

法の対象事業者 児童等に対して教育・保育等を提供する事業者
（法の対象事業者以外も含む）

記載の範囲・内容
（別表参照）

・ 法に基づく制度全般（犯罪事実確認、防止措
置、情報管理措置等を含む。）

※ 法の施行後に法の対象事業者に求められる取
組や留意事項について示すもの。

・ 性暴力の未然防止、性暴力のおそれの把握、及び性暴力が疑われる場合
等の児童等の保護・支援や更なる性暴力の防止のための措置（ガイドライン
の「Ⅴ．安全確保措置（早期把握、相談、調査、保護・支援、研修）」に記
載の内容等）

※ ガイドラインより詳細な留意点や具体例を示すもの。

想定する主な活用
用途

・ 法に基づく制度全般を把握するために参照する。
・ 法の対象事業者に求められる取組や留意事項
を把握するために参照する。

・ 法の対象事業者以外が児童等に対する性暴力を防止するための取組を検
討するにあたって参照する。
・ 法の対象事業者がより詳細な留意点や具体例を学ぶために、ガイドラインと
あわせて参照する。

ガイドラインの章 横断指針で扱っている内容（「ー」は扱いなし）

Ⅰ．目的・責務等 ー

Ⅱ．定義 〇（性暴力・不適切な行為のみ）

Ⅲ．対象事業・対象業務 ー

Ⅳ．認定等 ー

Ⅴ．安全確保措置（早期把握、相談、調査、
保護・支援、研修）

〇

Ⅵ．安全確保措置（犯罪事実確認） ー

Ⅶ．安全確保措置（防止措置） ー

Ⅷ．情報管理措置 ー

Ⅸ．監督等 ー

Ⅹ．その他 ー

＜こども性暴力防止法施行ガイドラインと横断指針の関係＞

＜ガイドラインに記載している内
容のうち、横断指針でも扱ってい
る内容＞
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改訂の背景について（４）

横断指針の策定後に、ガイドラインや研修教材等に向けた議論を行ったため、
・ ガイドラインや研修教材等の議論の中で適正化・アップデートされた記載につい
て、横断指針が未更新
（例：認知の「歪み」を認知の「偏り」に修正）
・ ガイドラインと用語の定義が一致していない
（例：児童等、支配性・継続性・閉鎖性、性暴力、不適切な行為）
・ ガイドラインに向けた議論を経て充実した部分について、横断指針よりガイドライ
ンの方が記載が詳細となるという逆転現象が起きている
（例：不適切な行為、防犯カメラ、保護者への教育・啓発）
といった状況が見られ、このような箇所については、どの資料に準拠して取組を行えば
よいか、事業者から見て自明ではなかった。

このような状況を踏まえ、「２．改訂の方針について」や
「３．改訂の内容について」に記載のとおり、
横断指針を改訂（令和8年8月21日）
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２．改訂の考え方について
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改訂の考え方について（１）

〇 横断指針は、ガイドラインの安全確保措置部分（ガイドラインの「Ⅴ．安全確保措
置（早期把握、相談、調査、保護・支援、研修）」及び「不適切な行為」に関する
箇所）の詳細な留意点や具体例等を示すものと位置づけ、
・ ガイドライン等の議論の中で用語が定義されたり、記載が適正化・アップデートされた
箇所については、横断指針も同様の記載に修正
・ ガイドラインの方が記載が詳細な箇所については、横断指針にも同様の記載を加筆
・ その他関連文書の改訂等に伴う所要の修正
といった、ガイドライン策定等に伴う修正を行った。
※ 改めての有識者会議の開催や事例収集・ヒアリング等は行わない。

〇 ただし、法の対象事業者が負う義務が何かを示す記載については、法に基づくガイド
ラインにおいて示すべき事柄であるため、横断指針には記載しない。

本体
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改訂の考え方について（２）

〇 先般作成・公表した児童等向け周知資料（相談後のフロー）等を追加。

参考資料編

〇 ガイドラインや研修教材等が示されたことにより、直接修正の必要が生じるものではな
いため、今回のタイミングでは修正しない。

取組事例集
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３．主な改訂の内容について
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第1章 横断指針の趣旨等
１．背景
〇 ガイドラインに合わせ「支配性」・「継続性」・「閉鎖性」の定義を修正。
児童等に対して教育・保育等を行う事業は
① 従事者が業務上、児童等と接する中で、指導・コミュニケーション等を通じて、優越的立場に立つこと（支配性）
② 従事者が日常的、定期的、その他継続性をもって（不定期であっても反復継続が見込まれる場合など）児童等と接すること（継続性）
③ 他の職員や保護者等が同席しないなど、第三者の目に触れない状況で児童等と接すること（閉鎖性）
という特別な社会的接触の関係にある
といった性質を有することから、児童等に対する性暴力の発生に特別の注意を払うことが求められる。

４．性暴力、不適切な行為とは
〇 「性暴力」及び「不適切な行為」をこども性暴力防止法と同一のものと定義。この他ガイドラインと同様の留意事項等を追記。

５．児童等に対する性暴力の特性（２）加害者の観点 ①個人に起因する要因
〇 ガイドラインや研修教材に合わせ「認知のゆがみ」から「認知の偏り」に文言を修正。また、加害者の特性について「自己中心的な考え」を追記。

加害者には「思考の誤り」「認知の偏り」と呼ばれる一方的な思い込み（例  「少し触っただけで大したことではない」「実は児童等も喜んでいる・嫌がっていなかった」
「児童等が好意を寄せてきており、それに応えただけ」「いずれ経験することだから問題ない、早めに教えてあげている」）や、人権意識の低さ、自己中心的な考えなどが
みられる。

本横断指針において、「性暴力」とは、こども性暴力防止法における「児童対象性暴力等」と同一であり、犯罪に該当するものだけでなく、犯罪に該当せずとも、「児
童等を不快にさせる性的な言動」が行われることを含む。
（略）
本横断指針における「不適切な行為」とは、こども性暴力防止法施行ガイドラインにおける「不適切な行為」と同一であり、その行為そのものは性暴力には該当しないが、
業務上必ずしも必要な行為とまでは言えないものであって、その行為が継続・発展することにより性暴力につながり得る行為である。
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第３章 未然防止

保護者は、日頃から教育、保育等の現場と一体となって児童等の成長を見守る重要な役割を担っていることから、性暴力の防止に向けた教育、保育等
の現場の取組について理解を求めることが必要である。

（略）
 保護者が捜査機関による代表者聴取（協同面接）の前に誘導を用いた詳細な事実確認を行ってしまい、児童等の記憶が汚染され、その証言が、

司法手続において証拠として採用されにくくなる（「代表者聴取（協同面接）」についてはp63のコラム参照）
 性被害に関する保護者の理解が十分ではなく（例  「ちょっと触られたくらいで大袈裟だ」「かまってほしくて嘘をついている」と思いこむ）、被害を防ぐ手

段が取れない
といったことが懸念される。
そのため、保護者に対しても、こども家庭庁が作成・公表している保護者向け周知用資料ひな型も活用しながら、こども性暴力防止法に基づく取組をはじ

めとした教育、保育等の現場における取組（定期的なアンケート・面談の実施など）を理解してもらうことが重要である。また、児童等のケアの観点から、児
童等が学習した内容を周知するなどして、性暴力とは何かを知ってもらうとともに、児童等が被害にあった場合の対応やこどもの権利等について、次のリーフレッ
ト等を配布するなどして、予め情報提供することが重要と考えられる（いずれも参考資料編 に掲載）。

（略）
保護者に対する周知・啓発に当たっては、保護者説明会の際や日々の取組（相談窓口の周知の際など）の中で、適切に周知・啓発を行うことが望まし

い。
特に、「不適切な行為」については、事業内容等に応じてその範囲が異なり得るものであることから、児童等・保護者・従事者が共通認識を持つことがトラブ

ル防止の観点から非常に重要となる。このため、ルール作りの際に保護者にも意見を照会したり、定期的に周知したりすることが望ましい。

（略）
こども性暴力防止法の対象事業者が保有する犯罪事実確認の結果に関する情報や、性暴力の疑い等に関する情報については、個人の重要なプライバ

シーにかかわるものであり、これに関するうわさが生じた場合には、当該児童等を大きく傷つけたり（二次被害）、当該従事者の利益を大きく損なったりするだ
けでなく、こども性暴力防止法への信頼を失墜させ、制度そのものが有効に機能しないおそれが生じることとなる。このため、保護者に対して、うわさを立てたり
広めたりしないよう、丁寧に周知し、協力を呼び掛けることが重要である。
また、事業者が性暴力の疑いに関する調査を行っている際などに、その時点で被害を受けた疑いのある児童等の保護者以外の保護者がうわさ等を根拠に

事業者に過度に説明を求めるようなことは、事業者としての性暴力の防止のための措置に、かえって遅れや混乱、児童等・保護者への二次被害等を生じさせ
ること等にもつながり得る。このため、何か事案が発生した場合の対応として、事後になったとしても可能な範囲で保護者への説明を行うことや、その時機につ
いては適切なタイミングとすることを、あらかじめ周知しておくことが考えられる。
※こども家庭庁「保護者向け周知用資料ひな型」参照。
https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou/hinagata

３．児童等や保護者への教育・啓発
（２）保護者への教育・啓発
〇 ガイドラインに合わせ保護者への周知・啓発を行う際の工夫や留意点を追記。

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou/hinagata
https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou/hinagata
https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou/hinagata
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第５章 相談・報告等を踏まえた対応
４．調査
〇 ガイドラインに合わせ調査を行うにあたって警察等の関係機関との連携の重要性等を追記。
性暴力は、多くの事業者にとっては初めて対応することとなるため、対応に不慣れであることが一般的である一方、加害の事実の確認や評価には、高い専門性が求めら

れ、適切な対応を十分にとることができない事業者が多いと想定される。特に、児童等の特性や調査の状況等によっては、聴き取りや事実の有無の評価の難易度が高い
ケースも想定される。
児童等への聴き取りは、繰り返し聴き取りを行うことで児童等の心身の負担（二次被害）を生じさせたり、何度も話を聴いたり誘導的な質問を行うことで児童等の記

憶の汚染を生じさせ司法手続における証言の有効性を失わせたりする可能性がある。また、当事者への適切な聴き取りが実施・録音できていなかったり、加害者が調査
の兆候を察知し、客観的証拠を隠滅等してしまったりすることで、加害の事実を認定できないことにもつながり得る。このような場合には、被害を継続させてしまうおそれがあ
る。
児童等への配慮を欠いた聴き取りや、誤った事実の有無の評価は、被害児童等及び加害が疑われる者の権利を含め、重大な影響を生じさせ得る。このため、事業者
は、教員性暴力等防止法において警察への通報が法定されていることや、児童福祉法等において所管行政庁等の行政機関への通告等が法定されていることも踏まえて、
関係機関と適切に連携することが求められる。また、適切な聴き取り、トラブル防止、証拠の保全等の観点から、弁護士等の専門家に相談して対応することも有効である。

（１）調査の進め方（総論）
〇 ガイドラインや研修教材に合わせ警察や所管行政庁等との連携の必要性や、被害児童等への聴き取りを最低限にとどめ、関係機関や専門家と連携
して対応することが望ましい場合について追記・修正。

調査については、原則、客観証拠（客観証拠の例はp62「(３)情報及び客観証拠の保全」を参照）を保全すること及び両当事者（被害児童等及び加害が疑われ
る者）に対する聴き取りを適切なタイミングで行うことが、有効と考えられる。被害の発生を把握した後、可能な限り速やかに、事実確認を開始することが求められる。
犯罪であることが明らかである、またはその疑いがある場合は、警察に通報又は相談する必要がある（事業者による聴き取りは、警察の助言を踏まえて実施する）。ま

た、特に保育所・児童養護施設等に入所する児童等に対する性的虐待の疑いがある場合には、所管行政庁等の行政機関と連携する必要がある。
他方、例えば次のようなケースの場合は、被害児童等への聴き取りを最低限にとどめ、関係機関や専門家と連携して対応することが望ましい場合があると考えられる。
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